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１ 計画策定のねらい  

（１）足立区の不登校の現状 

令和元年度における、不登校児童・生徒は 918 人で、全児童・生徒に対する不
登校児童・生徒の割合（不登校出現率）は、小学校で 0.74％と、東京都
(0.88％）及び国（0.83％）の水準を下回っています。一方、中学校は 5.14％
と東京都（4.76％）及び国（3.94％）を大幅に上回っています。 

不登校である 918 人のうち、72％にあたる 660 人が定期的な教育相談に繋が
っており、その中の 123 人はチャレンジ学級など学校以外の場で学習しています。ま
た、登校できても教室に入れない児童・生徒への支援として、152 人が校内の別室
で登校サポーターの支援を受けています。 

しかしながら、外出も困難でどこにも通級できない不登校児童・生徒（※）も 55
人存在しており、現在、自宅における学習支援が十分でないことから、この層に対し
ても何らかのアプローチを行う必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■不登校児童・生徒と支援状況（人） 
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登校サポーターによる支援（別室支援） チャレンジ学級

居場所を兼ねた学習支援 出席10日以下で外出が困難な児童生徒

不登校児童・生徒

※外出も困難でどこにも通級できない不登校児童・生徒は、出席日数
が 10 日以下（欠席 190 日以上）の児童・生徒を抽出             

第１章 計画の概要 
１ 計画策定のねらい 
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（２）計画の目的 

これまで不登校の子ども達に対しては、学校内の別室の活用や、チャレンジ学級な
ど学校以外の学習の場を通じて、寄り添い型の支援を行ってきました。一方、登校で
きないどころか、外出もままならない子ども達の中には、スクールソーシャルワーカーの家
庭訪問や、チャレンジ学級などの居場所に繋ぐ従来型の支援だけでは対応しきれな
いケースも存在しています。 

そこで、「学校やチャレンジ学級に行きたくても行けない。でも、なんらかの勉強はし
たい」という子ども達の気持ちに寄り添うため、新たに ICT を活用した不登校支援に
取り組みます。 

今後 4 年間で自宅においても学校と同様に学習でき、しかも、出席扱いとなるよう
な学習環境を構築するため、現状・課題、指標を示し、段階的かつ着実に推進して
いきます。 

 

 

 

 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

不登校児童・生徒のうち、指導要録上、
出席扱いとなった児童・生徒の割合 
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■この事業を通じた最終目標 

※出席扱い                    
不登校であるが、学校の指導要録上は出
席とする児童・生徒。自宅で ICT 等を活
用した学習活動を行っている場合も、校⾧
判断により出席扱いが可能。 

不登校児童・生徒のうち出席
扱いの児童・生徒の割合

（％） 

第１章 計画の概要 
１ 計画策定のねらい 
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２ 計画の位置づけ 
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第１章 計画の概要 
２ 計画の位置づけ 
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３ 実施体制 

      不登校児童・生徒に対する ICT 活用支援は、こども支援センターげんきの教育相談課が
担当します。事業の推進にあたっては、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等に
よる従来の支援を継続しつつ、学校が作成する個々の学習定着状況に応じた個別学習計
画に沿ってカリキュラムを実践する必要があります。そのため、これまで以上に学校（担任）と
不登校支援を所管する教育相談課の連携が重要になります。学校管理職や担任に対して
不登校支援を指導、助言するために教育相談課に配置している指導主事と、不登校施策
担当係⾧が協力しながら事業を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導主事 

個々に応じた
学習支援 

ICT 授業を行う適応指導
教室指導員（非常勤） 

SC,SSW,教育相談員等
（非常勤） 

不登校支援 ICT 活用チーム 

児童
生徒 

学校 

不登校施策担当係⾧ 

●オンライン授業実施
支援（授業方法等） 

●ICT 学習（個別学習
計画）の策定支援 

●教室への導入（機器
の設定等）支援 

●ICT 支援対象者の選
定・参加の働きかけ 

●オンライン時間割及
び学習評価の検討 

●チャレンジ学級、あ
すテップの ICT 授
業の導入支援 

オンライン授業
の導入支援 

代替教育の提案 
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教育相談課 

こども支援センターげんき 

【竹の塚地区】 
・教育相談 
・ﾁｬﾚﾝｼﾞ学級 

【綾瀬地区】 
・教育相談 
・ﾁｬﾚﾝｼﾞ学級 

【西新井地区】 
・教育相談 
・ﾁｬﾚﾝｼﾞ学級 

・あすテップ 

・SC、SSW 
・居場所を兼ねた 
・学習支援 
・登校サポーター 

不登校支援 
ICＴ活用チーム 

・不登校における 
学校指導・支援 

第１章 計画の概要 
３ 実施体制 
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４ 計画期間 

期間は、令和 3 年度から令和 6 年度までの 4 年間とします。事業の進捗状況は、外部

有識者等で構成する、「足立区学校 ICT 活用促進協議会」で管理します。   

不登校の児童・生徒が参加するオンライン授業は、学校に先行してチャレンジ学級からモ

デル的に実施するなど、実現可能なところから順次着手していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の進行管理 

PDCA サイクルに基づいて進捗を確認し、着実に計画を推進するための具体的な指標を
設定します。特に、オンライン授業の配信については、授業のあり方が大きく変わる可能性が
あるため、校⾧会、学校、関係各課と協議を進めながら対応します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

Plan 

Do Check 

Action 

■学校でのオンライン授業の PDCA サイクル（令和 6 年までの想定） 

●校内委員会へのオンラ
イン参加 

●別室登校支援におけ
るオンライン授業 

●学校以外での学習
活動を評価 

令和３年度 令和４年度 令和5 年度 令和6 年度 

●こども支援センターげんき
でのオンライン相談 

●チャレンジ学級・あすテッ
プでの ICT 学習支援
（オンライン授業のモデ
ル実施） 

●スクールカウンセラーに
よるオンライン相談 

●学校から不登校児童・
生徒（自宅）へのオン
ライン授業モデル開始 

●全ての学校でオンラ
イン授業を実施 

全児童・生徒にタブレッ
ト PC 配布（秋ごろ） 

●不登校児童・生徒に対
する ICT を活用した自
宅学習支援（学習アプ
リ活用） 

●ICT を活用した家庭への
アウトリーチ支援事業 

■各年度における事業の実施予定 

第１章 計画の概要 
４ 計画期間 
５ 計画の進行管理 
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不登校支援における ICT 活用実施計画  体系図 

 

❺学校における ICT を活用した教育相
談 

❶自宅からの授業参加（ｵﾝﾗｲﾝ授業） 

➋別室登校支援に対する ICT の活用 

❻学校以外の場における ICT を活用し
た教育相談 

❸学校以外の居場所への ICT 学習支援 

❹外出が困難な不登校児童・生徒への
ICT を活用した家庭学習支援    
（自宅での自主学習支援） 

 

 ➐学校以外の場での学習活動を評価 

不登校児童・生徒のためのオンライン時間割を策定し、授業
を実施。 
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学校以外の場における学習活動の評価（①内容②項目③方
法）の仕組みを構築 

施  策 支援の柱 施策実現に向けた方策 

主な事業 人材育成 

 

オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
に
必
要
な
機
器
、
別
室
や
相
談
室
の
通
信

環
境
の
整
備 

機器整備 

学習支援 

相談支援 

学習評価
の構築 

別室へのオンライン授業の配信 

タブレットパソコンを活用した自宅学習支援 

学習アプリを活用した家庭学習支援 

ICT を活用したチャレンジ学級・あすテップでの学習支援 

スクールカウンセラーによるオンライン教育相談 

こども支援センターげんきにおける相談業務のオンライン化 

学校外からの校内委員会へのオンライン参加 

ICT 活用を通じて、全ての不登校児童・生徒に出席扱いとなる学習や相談の機会を提供する めざすべき
将来像  

柱１ 

柱 2 

 
柱 3 

 

どのような場
所でも学べる
環境づくり 

学校・家庭・こ
ども支援センタ
ーげんきをオン
ラインで繋いだ
体制づくり 

どこで学んで
も努力を評価
できる仕組み
づくり 

目 標 

 

第１章 計画の概要                     
不登校支援における ICT 活用実施計画体系図 
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第２章   計画内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

10 
 

１ 施策の体系 
本計画では、「学習支援」「相談支援」「学習評価」の 3 つの柱に沿って施策を組み立て

ました。これらの施策を通じ、学校以外の学びの場に対し、ICT を活用した学習を提供する
ことで、全ての不登校児童・生徒に学習機会を確保します。 

 

柱１ 学習支援 

１ めざすべき姿 

        登校できない児童・生徒の自宅からの授業参加や、登校してもクラスに入れず、一斉授
業に参加することが難しい児童・生徒の学びを、ICT で支援します。 

ICT を活用することで、教員も自宅学習の進捗や学習定着度を把握することができ、
学校以外での学習活動の評価が可能となります。学校や教室という場所に捉われず、全
ての児童・生徒に学習の機会を提供できる仕組みづくりをめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 現状と課題 

        現在、普通教室内で一部オンラインを使った調べ学習などが実施されていますが、教室
と自宅を繋いだ授業配信はありません。 

不登校で外出も困難な児童・生徒に対しては、自宅で学習できる環境整備が不可
欠であり、ICT の活用は非常に有効です。実施にあたっては、対面を前提とした授業を
発展させ、自宅でも教室と同様の授業が受けられるルールづくりも必要となります。 

 学校外（チャレンジ学級、あすテップ）

 自宅 

■ICT を活用したオンライン授業イメージ 

学校⇔自宅      
チャレンジ学級⇔自宅      
教室⇔校内別室       
チャレンジ学級⇔校内別室 

 学校（教室） 

 校内別室 Zoom 

第２章 計画内容 
１   施策の体系 
柱１ 学習支援 
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３ 施策 

       施策❶ 自宅からの授業参加（オンライン授業） 

主な事業 1-1 不登校児童・生徒のためのオンライン時間割を策定し、授業を実施 
めざす姿 自宅で授業が受けられる 

 

        自宅にリアルタイムで授業を配信し、教室外からも、教室内で受ける授業に近い状態
で学ぶことができる環境を整えます。 

その実現に向けて、教育相談課が不登校児童・生徒のためのオンライン授業の時間
割を策定するとともに、時間割に沿ってオンライン授業を行う専門員（チャレンジ学級指
導員の兼務）を教育相談課に配置します。まずは、チャレンジ学級、あすテップの指導
員による授業配信を皮切りに、モデル的に実施します。 

なお、授業のオンライン配信は、モデル実施の効果に加え、不登校児童・生徒だけで
なく登校している児童・生徒にも効果的な授業方法等を校⾧会と協議し、学校への導
入を進めていきます。 

 

 

 

 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

オンライン授業に定期的に参加できる
等、学習活動のリズムが改善された不
登校児童・生徒の割合(※１) 

 
― 

 
5％ 

 
10％ 

 
20％ 

学習への意欲が向上した児童・生徒の割
合(※２)チャレンジ学級・あすテップが対象 

 
― 

 
60％ 

 
65％ 

 
70％ 

活動指標  
【STEP１】チャレンジ学級・あすテップでオン
ライン授業を受講した通級生の割合 

 
20％ 

 
60％ 

 
80％ 

 
90％ 

【STEP２】別室でオンライン授業を受講した
児童・生徒の割合(※3) 

 
― 

 
13％ 

 
38％ 

 
67％ 

【STEP３】自宅で学校のオンライン授業を
受講した不登校児童・生徒の割合(※１) 

 
― 

 
3％ 

 
5％ 

 
7％ 

※１:不登校児童・生徒を母数として算定 
           ※２:オンライン授業を受けた不登校児童・生徒を母数として算定 
           ※３:登校サポーター支援のもと別室で学習している児童・生徒を母数として算定 

STEP 3 

STEP 2 学校（教室の授業）⇔自宅        

チャレンジ学級⇔校内別室 
 STEP 1 

■オンライン授業実施の手順 

②Zoom 等を活用し、学校の授業の遠隔配信
（自宅や別室から授業に参加） 

①不登校児童・生徒のための時間割の策定 

①登校サポーターの補助のもと、チャレンジ
学級⇔別室にてオンライン授業 

チャレンジ学級・あすテップ指導員による
オンライン授業の配信（各教室間） 

②学校内の授業のオンライン配信試行
（運用テスト） 

チャレンジ学級⇔あすテップ 
チャレンジ学級⇔自宅 

第２章 計画内容 
柱１ 学習支援 
施策①自宅からの授業参加 
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      施策➋ 別室登校支援に対する ICT の活用 

主な事業 2-1 別室へのオンライン授業の配信 
めざす姿 校内の別室に授業を配信、参加 

 

       在籍している教室での授業参加は困難でも、校内の別室になら通える児童・生徒に
対し、まずは、チャレンジ学級などで行われている授業を配信し、順次、在籍教室から授
業配信できる体制を整えていきます。 

実現に向けて、必要な通信機器の整備を行うとともに、別室にて寄り添い支援を行う
登校サポーターを増員し、児童・生徒の ICT 学習を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

別室での ICT を活用した支援の結果、学
習への意欲や関心（学力の向上含む）が
向上した児童・生徒の割合 

 
― 

 
70％ 

 
80％ 

 
90％ 

（再掲）活動指標  
【STEP２】別室でオンライン授業を受講した
児童・生徒の割合 

 
― 

 
13％ 

 
38％ 

 
67％ 

 

 

 

 

7 8 9 8 10 10

57

125
120

143
150 150

20

100

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ4 Ｒ6

■登校サポーターによる別室登校支援人数
（点線は今後の想定目標） 

 

中学校（対面） 

小学校（対面） 

小中合わせた別室支援
における ICT 支援人数 

ICT 導入後 

第２章 計画内容 
柱１ 学習支援 
施策②別室登校支援に対する ICT の活用 
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施策❸ 学校以外の居場所への ICT 学習支援 

主な事業 3-1 ICT を活用したチャレンジ学級・あすテップでの学習支援 
めざす姿 対面授業と ICT 支援を組み合わせた個別学習支援 

 

       チャレンジ学級やあすテップに通級している児童・生徒は、学年や学習の理解度もそれ
ぞれ異なるため、一人ひとりの状況に合わせた個別学習支援が必要です。そのため、学
習支援ソフトを活用し、不登校による学習の遅れを補い、希望に沿った進路に進めるよ
う支援します。 

学習支援ソフトは学校の授業にも導入予定であり、担任は、登校している児童・生
徒の進捗状況と比較しながら、不登校児童・生徒のチャレンジ学級等での学習の進捗
状況を把握することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

 

 

 

※チャレンジ学級及びあすテップの正式通級生を母数として算定 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

チャレンジ学級・あすテップの通級生が、
学年相当の学習内容に取り組めるな
ど、学習状況が改善した割合 

 
72％ 

 
74％ 

 
76％ 

 
78％ 

活動指標  

チャレンジ学級・あすテップで、学習支援
ソフトを使って学習した児童・生徒の割
合（※） 

 
75％ 

 
87％ 

 
94％ 

 
95％ 

チャレンジ学級で学習支援ソフトを使っ
て学習した児童・生徒の割合 

 
74％ 

 
86％ 

 
93％ 

 
95％ 

あすテップで学習支援ソフトを使って学
習した児童・生徒の割合 

 
78％ 

 
90％ 

 
95％ 

 
95％ 

チャレンジ学級、あすテップによる
ICT 学習支援人数（想定） 

R1-R2 はチャレンジ西
新井でのモデル実績 

ｿｰｼｬﾙｽｷﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
（個別指導） 

卓球活動 

ICT 学習ソフトを
活用した学習支援 チャレンジ学級から

のオンライン授業 

対面授業  
（集団授業） 

62

120

140

160 160

R1～R2 R3 R4 R5 R6

■チャレンジ学級における学校復帰に向けた支援プログラム（例） 

第２章 計画内容 
柱１ 学習支援 
施策③学校以外の居場所への ICT 学習支援 



 

14 
 

施策❹ 外出が困難な不登校児童・生徒への ICT を活用した家庭学習支援 

主な事業 4-1 タブレットパソコンを活用した自宅学習支援 
めざす姿 自宅での学習支援ソフトの活用状況を把握し、次に支援に繋げる 

 

          不登校相談に来所される保護者の意見として、チャレンジ学級にも登校できない場合の
学習保障の希望が寄せられています。そこで、定期的な登校や通級が困難な子どもたち
の基礎学力の低下を防ぐため、学習支援ソフトにより、自宅での学びを支援します。将来
的には、オンライン授業を受けることで、チャレンジ学級や別室への通級など、次のステップ
へつなぎます。 

全く外出できない児童・生徒に対しても、担任等が自宅での学習状況を確認できるた
め定期的に進捗状況を把握し、出席扱いや学習評価に繋げます。学校との関わりを継
続しながら、スクールソーシャルワーカー等のアウトリーチの相談と組み合わせた支援を行い
ます。 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

学習支援ソフトの学習を通して、別室や他
の制度の利用に繋がった児童・生徒の割合 

 
－ 

 
5％ 

 
10％ 

 
20％ 

活動指標  

自宅で学習支援ソフトを使って学習した不
登校の児童・生徒の割合（※） 

 
－ 

 
10％ 

 
15％ 

 
20％ 

※外出が困難な不登校児童・生徒を母数として算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 計画内容 
柱１ 学習支援 
施策④外出が困難な不登校児童・生徒への ICT を活用した家庭学習支援 
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主な事業 4-2 学習アプリを活用した家庭学習支援 
めざす姿 委託事業において、対面支援と ICT 活用の双方から次の支援に繋げる 

 

欠席が⾧期化（年間 120 日以上）している小学生の中には、チャレンジ学級等の
居場所にも通級が難しい場合があります。保護者は、相談する事さえあきらめているケー
スもあり、不登校相談などの来所を待つだけでなく、相談機関（教育相談課）からの自
宅へのアウトリーチ支援が求められます。 

そのため令和 3 年度から、教育相談課が外出困難な子どもたちの中から対象者を決
定し（プッシュ型支援）、自宅への家庭教師の派遣や ICT を活用したオンライン授業を
行う、家庭学習支援事業を開始します。ICT 等を活用した学習支援に加えて、定期的
な家庭訪問も行います。 

家庭学習支援事業は民間事業者に委託しますが、支援にあたり、学級担任は学習
支援の方針を事業者と共有するなど、連携しながら必要な支援を継続します。  

また、スクールソーシャルワーカーを通じて家庭訪問を行いながら、事業終了後の学校
復帰や居場所への繋ぎを支援するなど、官民一体となった学校復帰等を支援します。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

定期的な学習習慣の定着や生活のリズ
ムが改善した児童数 

 
10 人 

 
15 人 

 
20 人 

 
25 人 

活動指標  

対面やオンラインによる面談、学習支援ソ
フトを使った学習が継続できた児童数
（※） 

 
25 人 

 
25 人 

 
25 人 

 
25 人 

※家庭学習支援事業の支援児童を母数として算定。 「学習が継続できた児
童」とは、予定されていた期間、中断等がなく最後まで学習できた児童 

 
 
 
 
 
対象者 

・小学生 
・欠席が 120 日にわたるなど⾧期欠席状態
であること 
・継続的な家庭学習の定着が可能な児童で
あること。 
●訪問型学習支援を行うことで、学校復帰

等が阻害されない児童であること（家庭に
閉じこもる可能性がないかどうか）。 

●事業終了後の、家庭学習の助言が可能な
家庭環境であること（継続的に家庭学習
の定着が可能な家庭かどうか） 

・個別学習計画をもとに事業実施 

学習支援ソフトや Zoom の活用 

・学習のお知らせを作成 

教育相談課 

学校 

不登校児童
（保護者） 

・個別学習計画の作成を支援 

■家庭学習支援事業の支援スキーム 

・個別学習計画を作成 

・定期的な家庭訪問等の不登校支援 

・SSW による家庭訪問（関係機
関へのつなぎ） 

・本人、保護者、学校等との面談
のうえ、対象者を決定 

事業者 

※対象者は毎週開催する、不登校対策会議にて決定 

第２章 計画内容 
柱１ 学習支援 
施策④外出が困難な不登校児童・生徒への ICT を活用した家庭学習支援 
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柱 2 相談支援 

１ めざすべき姿 

       ICT を活用することで、保護者が自宅から不登校等の相談ができるよう、学校のスクー
ルカウンセラー相談室や、こども支援センターげんきとのオンライン相談を開始します。 

あわせて、外出できない児童・生徒へのオンライン相談も実施し、対面相談やチャレンジ
学級等の居場所への通級、学校復帰に繋げます。また、スクールソーシャルワーカー等が校
内委員会に参加する際、オンラインで対応できる環境を整えます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 現状と課題 

       現在、こども支援センターげんきによる不登校相談や学校内のスクールカウンセラーによる
支援は、主に対面相談です。今後は、自宅からでもオンラインで気軽に相談できる環境を
整え、保護者や児童・生徒との繋がりを強化する必要があります。 

また、スクールソーシャルワーカーの校内委員会への参加に際しては、小学校の校内委
員会の開催が朝夕に集中しているという課題があります。そのため、スクールソーシャルワー
カーの勤務時間などの運用面を改善するとともに、校内委員会等への参加ツールとしてオ
ンラインを積極的に活用していきます。 

 

 学校（校内委員会） 

 校内 SC 相談室 

 こども支援センターげんき
教育相談課（SSW） 

 自宅 

学校⇔自宅      
チャレンジ学級⇔自宅      
教室⇔校内別室       
チャレンジ学級⇔校内別室 

■ICT を活用した教育相談イメージ 

Zoom 

第２章 計画内容 
柱２  相談支援 
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３ 施策   

施策❺  学校における ICT を活用した教育相談 

主な事業 5-1 スクールカウンセラーによるオンライン教育相談 
めざす姿 自宅からスクールカウンセラーに相談できる 

 

対面で相談することが難しい不登校児童・生徒等と、スクールカウンセラーとのオンライン
相談を行うために、学校内の通信環境の構築や運用方法を整理します。心身や家庭の
状況を踏まえて支援を行い、対面での相談へ移行できるよう児童・生徒との関係づくりに
努め、個々の課題解決に繋げます。 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

スクールカウンセラーが学校でオンラインを
活用して支援した結果、不登校の状況が
改善した児童・生徒の割合 

 
60％ 

 
70％ 

 
70％ 

 
70％ 

活動指標  

オンライン相談体制を整えた学校数 5 校 40 校 75 校 102 校 

スクールカウンセラーが学校でオンラインを
活用して支援した児童・生徒の割合 

 
4％ 

 
30％ 

 
30 人 

 
50 人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 計画内容 
柱２  相談支援 
施策⑤学校における ICT を活用した教育相談 
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主な事業 5-2 学校外からの校内委員会へのオンライン参加 
めざす姿 SSW の校内委員会への参加を増やす 

 

学校で行われる校内委員会にオンラインでも参加し、スクールソーシャルワーカーが会議
に参加しやすい環境を作ります。 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

校内委員会の協議に基づく指導によって、
別室や学校以外の場に繋がるなど、状況
が改善した児童・生徒の割合 

 
50％ 

 
53％ 

 
56％ 

 
60％ 

活動指標  

スクールソーシャルワーカーが校内委員会
に参加した割合（※１） 

 
60％ 

 
67％ 

 
78％ 

 
100％ 

校内委員会において支援方法等を協議
した延べ回数（※２） 

 
5,200 回 

 
5,500 回 

 
6,000 回 

 
6,500 回 

※１:各校の校内委員会の合計数を母数として算定 
                      ※２:協議の対象は令和 2 年度の想定数 5,000 回を基準として算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 計画内容 
柱２  相談支援 
施策⑤学校における ICT を活用した教育相談 
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施策❻  学校以外の場における ICT を活用した教育相談 

主な事業 6-1 こども支援センターげんきにおける相談業務のオンライン化 
めざす姿 気軽に相談できる、不登校などの教育相談をオンラインで実施する 

 

こども支援センターげんきでは、不登校をはじめとした様々な教育に関する相談を受けて
います。現在は来所による相談のみを行っていますが、今後は、オンラインで自宅からも相
談できるよう、こども支援センターげんきの通信環境を整備していきます。 

特に、自宅から外出することが困難な児童・生徒に対しては、オンライン相談をきっかけに
対面相談ができるよう寄り添いながら、チャレンジ学級などへと移行できる支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

こども支援センターげんきと自宅を繋いだオ
ンライン相談の結果、教育相談に来所で
きるようになった児童・生徒の割合 

 
30％ 

 
35％ 

 
40％ 

 
45％ 

活動指標  

こども支援センターげんきと自宅を繋いだ、
オンライン相談（保護者、児童・生徒）
を実施した人数(※） 

 
30 人 

 
100 人 

 
30 人 

 
50 人 

こども支援センターげんきと自宅を繋いだ、
オンライン相談（保護者、児童・生徒）
を実施した回数 

 
120 回 

 
400 回 

 
160 回 

 
270 回 

※対面での教育相談人数は約 1,500 人（保護者と児童・生徒は 1 人としてカウント） 

■教育相談とオンライン相談件数の推移（点線は今後の想定目標） 

120

600

11,824
11,928

10,907

12,000 12,000

0

300

600

10,600

11,000

11,400

11,800

H29 H30 R1 R3 R6

ビデオ相談件数

教育相談件数（西新井）

第２章 計画内容 
柱２  相談支援 
施策⑥学校以外の場における ICT を活用した教育相談 
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柱３ 学習評価の構築 

１ 施策 

施策➐  学校以外の場での学習活動を評価 

チャレンジ学級やあすテップでは、学校に導入される学習支援ソフトを活用したICT学
習支援を行います。これによりチャレンジ学級等での学習状況が学校でも把握でき、学
校以外の場での学習活動の評価が可能となります。また、自宅での ICT 学習の努力も
評価する必要があり、それを見える化した通知表や学習進捗状況表の作成などを想定
しています。 

不登校児童・生徒の学習活動を評価する実現可能なこれらの方法を、校⾧会と協
議し検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度 
❶家庭学習支援事業において、支援

対象児童の学習評価をモデル実施
（対象:小学生 25 人） 令和 4 年度 

令和 5 年度 

令和 6 年度 

➋チャレンジ学級西新井の一部の正式通
級生において、学習評価をモデル実施      
（対象:中学生 20 人） 

❹自宅学習の不登校児童・生徒への
学習評価を実施 
（対象:小学生 50 人、中学生  
     300 人） 

■学校以外の場における学習評価スケジュール（段階別に実施） 

■学校以外の学習の評価方法（課題） 

学校が評価できない主な理由 

❶学習活動が確認できない    
➋学習指導要領に順じ「知識・技  
 能」は評価しやすいが、「思考・判  
 断・表現」「主体的に学習に取り 
 組姿勢」は確認が困難。 

学校以外の活動が増えて

おり評価の必要性が高ま

っている 

チャレンジ学級、あすテップ 

通級状況や学習支援ソ
フト等で学習進捗度を
確認 

自宅 

学習進捗状況表を作成
し、在籍校に提出 

学習支援ソフトの進捗状
況、定期考査等で学習進
捗度を確認 

通知表とは別の、学習進捗状
況表を作成し、通知表とともに
児童・生徒に渡す 

何らかの形で評価が出来るよ
う校⾧会と協議 

通知表とともに、学習進捗
状況表を児童・生徒に渡す 

学校の
役割 

❸チャレンジ学級、あすテップの正式通級生の学習評価
を実施（対象:小学生 10 人、中学生 150 人） 

第２章 計画内容 
柱３  学習評価の構築 
施策⑦学校以外の場での学習活動を評価 
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指標一覧 

計画の全体目標 成果指標 
ICT の活用を通じて、全ての不登校

児童・生徒に出席扱いとなる学習や

相談の機会を提供している 

不登校児童・生徒のうち、指導要録上、出席扱いとなっ

た児童・生徒の割合  

    
柱 施策 活動指標 成果指標 

柱１  

学習支援 

施策❶ 

自宅からの授業参加

（オンライン授業） 

 

【STEP１】 

チャレンジ学級・あすテップ

でオンライン授業を受講し

た通級生の割合 

オンライン授業に定期的に

参加できる等、学習活動の

リズムが改善された不登校

児童・生徒の割合 

【STEP２】 

別室でオンライン授業を受

講した児童・生徒の割合 

学習への意欲が向上した児

童・生徒の割合 

【STEP３】 

自宅で学校のオンライン授

業を受講した不登校児童・

生徒の割合 

施策➋  

別室登校支援に対す

る ICT の活用 

 

【再掲】【STEP２】 

別室でオンライン授業を受

講した児童・生徒の割合 

別室での ICT を活用した

支援の結果、学習への意

欲や関心（学力の向上含

む）が向上した児童・生徒

の割合 

施策❸  

学校以外の居場所へ

の ICT 学習支援 

チャレンジ学級・あすテップ

で、学習支援ソフトを使って

学習した児童・生徒の割合 

チャレンジ学級・あすテップの

通級生が、学年相当の学

習内容に取り組めるなど、

学習状況が改善した割合 チャレンジ学級で、学習支

援ソフトを使って学習した児

童・生徒の割合 

あすテップで、学習支援ソ

フトを使って学習した児童・

生徒の割合 

施策❹ 

外出が困難な不登

校児童・生徒への

ICT を活用した家庭

学習支援    

（自宅での自主学習

支援） 

自宅で学習支援ソフトを

使って学習した不登校の

児童・生徒の割合 

学習支援ソフトの学習を通

して、別室や他の制度の利

用に繋がった児童・生徒の

割合 

対面やオンラインによる面

談、学習支援ソフトを使った

学習が継続できた児童数 

定期的な学習習慣の定着

や生活のリズムが改善した

児童数 

指標一覧 
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柱 施策 活動指標 成果指標 
柱 2  

相談支援 

施策❺  

学校における ICT を

活用した教育相談 

オンライン相談体制を整え

た学校数 

学校でスクールカウンセラー

によるオンライン相談の結

果、学校での対面相談へ

移行できた児童・生徒の割

合 

学校でスクールカウンセラー

が、不登校児童・生徒の

自宅とオンライン相談を行

った児童・生徒数の割合 

スクールソーシャルワーカー

が校内委員会に参加した

割合 

校内委員会の協議に基づく

指導によって、別室や学校

以外の場に繋がるなど、状

況が改善した児童・生徒の

割合 

校内委員会において支援

方法等を協議した延べ回

数 

施策❻  

学校以外の場におけ

る ICT を活用した教

育相談 

こども支援センターげんきと

自宅を繋いだ、オンライン

相談（保護者、児童・生

徒）を実施した人数 

こども支援センターげんきと

自宅を繋いだオンライン相

談の結果、教育相談に来

所できるようになった児童・

生徒の割合 こども支援センターげんきと

自宅を繋いだ、オンライン

相談（保護者、児童・生

徒）を実施した回数 

柱３  

学習評価

の構築 

施策➐  

学校以外の場での学

習活動を評価 

  

    
 

【主な改定内容】 

※指標の目標値の一部が達成不能なため、実現可能な数値に修正 

※１１ページ成果指標「学力が向上した児童・生徒の割合」は、算出不能なため削除 

※巻末に指標の達成状況を掲載 

指標一覧 
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